私学における研究 by 島田 眞久 & M Shimada
439　一
東医大誌　60（6）：439－440，2002
，，iiilii，！li））
∴ン
藩滋
私学における研究
大阪医科大学学長
島　田　眞　久
IN　i
　創立で言えば、東京医大は、大阪医大の丁度10年先輩になりますが、最近、私自身、東京医大とは、二重の縁
ができ一段と身近に感じるようになりました。一つは、第一解剖学講座主任教授は、私が香川医大に在職してお
りました時の教え子であり、香医大の卒業生として、医学部の教授になられたのは彼が初めてであります。二つ
目は、昨年、本学が自己点検・評価に対する外部評価を私立医科大学協会の研究体制委員会委員長としてご活躍
の東京医科大学学長に研究分野での評価をお願いしましたご縁です。
　さて、昨今の「大学評価」の時代、教育・研究・診療の面を如何にバランスよく評価を行うか、東京医大も大
変のことと存じます。私学としての優先順位からすれば、先生方がもっとも時間をとられるのは、経営面からは、
まず、「診療」であり、次に、学生の「教育」であります。医学部に高い授業料を親が払うのは、先生方に研究
してもらうためではなく、しっかりした医学教育を学生にしてもらうために払われるのであります。従って、「研
究」は、どうしても最後になります。しかしながら、わが国の外部評価機関である、大学評価機構や大学基準協
会の大学の評価の基準の重さは、全くこれと逆で、まず、「研究」であり、次に「教育」であり、大学経営に大
きく貢献している「診療」は、評価にはほとんど入っておりません。国立大学の評価も研究、教育、診療の順で、
国立の医学部が出す1校年間40～50億の赤字は、国立学校特別会計で帳消しにしてくれます。私学では、赤字は
自前で解決しなければ誰も助けてはくれません。こういつた、アンフェアーな環境で国は、大学問の自由競争を
唱えており、私学としては、文科省に向かって自由競争の前提は、「Equal　footing」にあると叫んでおりますが、
国は、ほとんど聞いていないようです。昨今の厳しい経済環境のなか、社会から要求されている高等教育機関と
しての責務をはたすため、いかに優れた研究を行うかは知恵の出しどころでもあります。今後、大学での研究は
いかに研究費を自前で調達できるかにかかってきます。本学でも、昨年より大阪で立ち上がりました「大阪TLO」
に加盟し、産学官連携の共同研究に力を入れ、現在、数件の特許を取り、いままで、研究者の知らない問に企業
に利用されていた知的資産を大学に取り戻しつつあります。この意味からも、大学においては、今まで、どちら
かと言えば軽視されていた応用研究、実用化の研究が今後大きくクローズアップされ発展していくものと思われ
ます。
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先生　ご略歴
　大阪医科大学医学部卒業
　大阪医科大学大学院医学研究科博士課程終了
　医学博士〔大阪医科大学〕
　カルフォルニア大学ロスアンゼルス校（UCLA）留学
　香川医科大学教授〔解剖学〕
　英国シェフィールド大学留学
　大阪医科大学教授〔解剖学〕
　大阪医科大学　学生部長、同大学評議員
　大阪医科大学　学長、同大学理事現在に至る。
日本解剖学会評議員
日本神経科学協会専門会員
日本組織細胞化学学会評議員
Member　of　the　Cellular　and　Molecular　Biology
一専門分野一
1．脳局所におけるglucose代謝の研究
2，先天性脳梁欠損マウスの研究
3．全身オートラジオグラフィーによるタウリン代謝の研究
4．赤潮プランクトンによるハマチの弊死機構の解明
一社会活動一
〇JICA海外医療協力委員会委員
○香川医科大学運営諮問会議　副委員長
○日本私立大学連盟　学長会議運営委員会委員、教育研究委員会委員
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